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1.  平成24年3月期の業績（平成23年4月1日～平成24年3月31日） 

当社は、平成23年10月1日を効力発生日として、普通株式1株につき200株の割合で株式分割を実施しております。そのため、上記の1株当たり当期純利益につ
きましては、当該分割が前事業年度の期首に行われたと仮定して、それぞれ算出しております。 

(2) 財政状態 

当社は、平成23年10月1日を効力発生日として、普通株式1株につき200株の割合で株式分割を実施しております。そのため、上記の1株当たり純資産につきま
しては、当該分割が前事業年度の期首に行われたと仮定して、それぞれ算出しております。 

(3) キャッシュ・フローの状況 

  

(1) 経営成績 （％表示は対前期増減率）

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％

24年3月期 9,164 6.8 873 △28.7 808 △32.3 556 △2.8
23年3月期 8,584 9.9 1,225 63.7 1,194 65.0 572 1.0

1株当たり当期純利益
潜在株式調整後1株当たり

当期純利益
自己資本当期純利益

率
総資産経常利益率 売上高営業利益率

円 銭 円 銭 ％ ％ ％

24年3月期 64.13 ― 22.4 7.7 9.5
23年3月期 66.01 ― 29.2 16.0 14.3

（参考） 持分法投資損益 24年3月期  ―百万円 23年3月期  1百万円

総資産 純資産 自己資本比率 1株当たり純資産
百万円 百万円 ％ 円 銭

24年3月期 11,141 2,738 24.6 315.60
23年3月期 9,809 2,284 22.7 256.47

（参考） 自己資本   24年3月期  2,738百万円 23年3月期  2,225百万円

営業活動によるキャッシュ・フロー 投資活動によるキャッシュ・フロー 財務活動によるキャッシュ・フロー 現金及び現金同等物期末残高
百万円 百万円 百万円 百万円

24年3月期 1,586 △3,906 707 2,082
23年3月期 2,204 △2,575 2,896 3,698

2.  配当の状況 

当社は、平成23年10月１日を効力発生日として、普通株式1株につき200株の割合で株式分割を実施しております。そのため、上記の「24年3月期」及び「25年3
月期(予想)」につきましては、当該分割後の発行済株式総数8,677,600株で除して算出しております。 
「25年3月期(予想)」の配当性向は、8.7%～10.8%としております。 

年間配当金 配当金総額
（合計）

配当性向
純資産配当

率第1四半期末 第2四半期末 第3四半期末 期末 合計
円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 円 銭 百万円 ％ ％

23年3月期 ― 0.00 ― 1,000.00 1,000.00 43 7.6 2.2
24年3月期 ― 0.00 ― 5.00 5.00 43 7.8 1.7
25年3月期(予想) ― 0.00 ― 5.00 5.00 ―

3. 平成25年 3月期の業績予想（平成24年 4月 1日～平成25年 3月31日）  
（％表示は、通期は対前期、四半期は対前年同四半期増減率） 

業績予想につきましては、データセンター市場を取り巻く環境の変化が激しく、適切な予想の開示が困難であるため、レンジで表記しております。 

売上高 営業利益 経常利益 当期純利益
1株当たり当期

純利益
百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 百万円 ％ 円 銭

第2四半期(累計)
4,800 

～4,900
5.7 

～7.9
350 

～450
△38.3 

～△20.7
300 

～400
△44.4 

～△25.8
180 

～220
△50.8 

～△39.8
20.74 

～25.35

通期
9,800 

～10,200
6.9 

～11.3
750 

～950
△14.2 
～8.7

680 
～820

△15.9 
～1.4

400 
～500

△28.1 
～△10.2

46.10 
～57.62



※  注記事項 
(1) 会計方針の変更・会計上の見積りの変更・修正再表示 

(2) 発行済株式数（普通株式） 

当社は、平成23年10月１日を効力発生日として、普通株式１株につき200株の割合で株式分割を実施しております。そのため、上記の発行済株式数（普通
株式）につきましては、当該分割が前事業年度の期首に行われたと仮定して、それぞれ算出しております。なお、当該分割前の発行済株式数（普通株式）
は、43,388株でございました。 

① 会計基準等の改正に伴う会計方針の変更  ： 有
② ①以外の会計方針の変更  ： 有
③ 会計上の見積りの変更  ： 無
④ 修正再表示  ： 無

① 期末発行済株式数（自己株式を含む） 24年3月期 8,677,600 株 23年3月期 8,677,600 株
② 期末自己株式数 24年3月期 64 株 23年3月期 ― 株
③ 期中平均株式数 24年3月期 8,677,599 株 23年3月期 8,677,600 株

※ 監査手続の実施状況に関する表示 
この決算短信は、金融商品取引法に基づく監査手続の対象外であり、この決算短信の開示時点において、金融商品取引法に基づく財務諸表の監査手続は終
了していません。 

※ 業績予想の適切な利用に関する説明、その他特記事項 
本資料に記載されている業績見通し等の将来に関する記述は、当社が現在入手している情報及び合理的であると判断する一定の前提に基づいており、実際
の業績等は様々な要因により大きく異なる可能性があります。業績予想の前提となる条件及び業績予想のご利用にあたっての注意事項等については、【添付
資料】P.3「1.経営成績(1)経営成績に関する分析（次期見通しについて）」をご覧ください。 
当社は、平成24年４月25日に機関投資家及びアナリスト向けの決算説明会を開催する予定です。その模様及び説明内容（音声）については、当日使用する決
算説明資料とともに、開催後速やかに当社ホームページに掲載する予定です。 
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当事業年度におけるわが国経済は、東日本大震災の影響により、一時的に経済活動が停滞したもの

の、企業の生産活動が回復するにつれ、持ち直しの動きを見せておりました。しかしながら、欧州の債

務問題長期化や、中東情勢の緊迫による原油価格の高騰など、景気の先行きは依然として不透明な状況

が続いております。 

このような経済情勢を受けて、企業のIT投資意欲も減退し、国内ITサービス市場においても、厳しい

状況が続いております。その一方で、当社の属するデータセンター市場においては、モバイルデバイス

やWebアプリケーションの普及を背景に、当市場の主要顧客層であるインターネットコンテンツ事業者

の成長などにより、安定した成長を続けております。 

こうした状況のもと、当社はコストパフォーマンスに優れたデータセンターサービスを、多様なライ

ンナップで提供することにより、他社との差別化を図ってまいりました。その結果、当事業年度の売上

高は、9,164,627千円（前事業年度比6.8％増）となりました。 

営業利益につきましては、売上高は増加したものの、石狩データセンターの新設や堂島データセンタ

ーの設備強化などに伴う減価償却費の増加や、前事業年度に施設拡張した堂島データセンターの賃借料

負担の増加などにより、873,625千円（前事業年度比28.7％減）となりました。 

経常利益につきましては、営業利益の減少や、石狩データセンターの建設資金として調達した借入金

増加に伴う支払利息の負担増などにより、808,411千円（前事業年度比32.3％減）となりました。 

当期純利益につきましては、新株予約権戻入益の計上などがあったものの、経常利益の減少などによ

り、556,507千円（前事業年度比2.8％減）となりました。 

  

サービス別の状況は以下のとおりです。 

なお、当事業年度よりサービス別売上高の分類変更を行っております。このため、以下の前事業年度

比較については、前事業年度の実績値を変更後の分類に組み替えて行っております。 

  

IT投資の効率化を目的として、ハウジングサービスからホスティングサービスへの移行を検討する

顧客層が増加していることや、都市部のラック供給量が増加し、価格競争が激化していることなどが

影響し、ハウジングサービスの売上高は3,010,676千円（前事業年度比0.3％減）となりました。 

専用サーバサービスと同様の使用環境でありながら、初期費用負担の低いVPSサービスやクラウド

サービスとの競合が増え、新規受注に伸び悩みが見られるものの、既存顧客の積上げなどにより、専

用サーバサービスの売上高は3,217,764千円（前事業年度比1.1％増）となりました。 

多様化、高度化する顧客ニーズに対応するため、新プランの投入や既存サービスの機能強化に取り

組んだ結果、レンタルサーバサービスの売上高は1,702,555千円（前事業年度比15.9％増）となりま

した。 

シンプルかつ自由度の高いサーバ環境と優れたコストパフォーマンスが評価され、VPSサービスの

売上高は356,254千円（前事業年度比872.2％増）となりました。 

１．経営成績

（１）経営成績に関する分析

① ハウジングサービス

② 専用サーバサービス

③ レンタルサーバサービス

④ VPSサービス
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ハウジングサービスの新規受注減に伴う機材販売・レンタルやサーバ構築コンサルティングサービ

スの売上高が減少したものの、レンタルサーバサービスの成長に伴うドメイン取得サービスの売上高

が増加したことなどにより、その他サービスの売上高は877,376千円（前事業年度比0.4％増）となり

ました。 

  

VPSとは、仮想化技術の導入により、１台のサーバ上に複数の仮想サーバを構築し、それぞれが１

台の専用サーバのように独占して利用できるサービスです。レンタルサーバ並みの安価な料金で、専

用サーバ並みの機能を利用できることから、今後も需要拡大が期待されており、「さくらのVPS」に

おいても、提供開始以来、売上高、利用中件数ともに急成長を遂げております。 

つきましては、事業活動の実態に即した明瞭な開示をすべく、前期は『その他サービス』に含めて

いた『VPSサービス』を、当期より独立したサービスとして分類することといたしました。 

  

平成25年３月期においても、インターネットコンテンツ市場の成長やITアウトソーシングサービス

への需要の高まりなどを背景に、データセンター市場の成長は続くものと思われます。しかしなが

ら、顧客のIT投資コストの削減要求やコスト競争力の強い海外事業者の国内市場参入などにより、デ

ータセンター市場におけるマーケットプライスの低下が進み、当社を取り巻く環境は一段と厳しさを

増しております。 

このような環境の中、売上高につきましては、昨年11月より稼働した石狩データセンターを供給拠

点とするサービスの受注が伸長し、9,800,000～10,200,000千円と予想しております。一方、損益面

につきましては、石狩データセンター及び昨年設備を一部強化した堂島データセンターに係る諸経費

の通年計上や、電力料金値上げによる負担増、第３四半期より新たに稼働する基幹システムの減価償

却費の発生等を考慮して営業利益は750,000～950,000千円、経常利益は680,000～820,000千円、当期

純利益は400,000～500,000千円と予想しております。 

なお、次期見通しにつきましては、データセンター市場を取り巻く環境の変化が激しく、適切な予

想の開示が困難であるため、レンジで表記しております。 

  

当事業年度における資産・負債及び純資産の状況とそれらの要因は次のとおりです。 

当事業年度末の総資産は、前事業年度末に比べ1,331,904千円増加し、11,141,020千円（前事業年

度末比13.6％増）となりました。主な要因は、石狩データセンターの建設工事代金の支払などに伴

う、現金及び預金の減少1,615,616千円などがあったものの、同データセンターの新設や堂島データ

センターの設備強化などに伴う、有形固定資産の増加2,588,362千円などによるものです。 

⑤ その他サービス

※ サービス別売上高の分類変更

（次期見通しについて）

（２）財政状態に関する分析

（資産・負債及び純資産の状況）

① 資産

3

さくらインターネット（3778）　平成24年３月期　決算短信（非連結）



  

当事業年度末の負債の合計は、前事業年度末に比べ877,413千円増加し、8,402,421千円（前事業年

度末比11.7％増）となりました。主な要因は、納税による未払法人税等の減少458,722千円などがあ

ったものの、法人税中間納付原資として短期借入金の発生130,000千円や固定資産の取得に伴う長期

借入金（１年内返済予定の長期借入金も含む）の増加236,799千円、リース債務（短期・長期）の増

加588,560千円、設備関係未払金（短期・長期）の増加183,422千円などによるものです。 

当事業年度末の純資産の合計は、前事業年度末に比べ454,491千円増加し、2,738,598千円（前事業

年度末比19.9％増）となりました。主な要因は、行使期間満了に伴う新株予約権の減少58,586千円な

どがあったものの、利益剰余金の増加513,119千円によるものです。 

  

当事業年度における現金及び現金同等物は1,615,616千円減少し、当事業年度末残高は2,082,754千円

となりました。 

各キャッシュ・フローの状況と主な要因は、次の通りです。 

当事業年度において営業活動の結果、得られた資金は1,586,221千円（前事業年度末比28.1％減）

となりました。主な要因は、法人税等の支払額732,662千円などがあったものの、税引前当期純利益

841,049千円、減価償却費1,355,745千円などがあったことによるものです。 

当事業年度において投資活動の結果、支払われた資金は3,906,322千円（前事業年度末比51.7％

増）となりました。主な要因は、有形固定資産の取得による支出3,829,052千円などによるもので

す。 

当事業年度において財務活動の結果、得られた資金は707,577千円（前事業年度末比75.6％減）と

なりました。主な要因は、短期及び長期借入金の返済による支出1,133,201千円などがあったもの

の、短期及び長期借入による収入1,500,000千円などがあったことによるものです。 

  

(参考) キャッシュ・フロー関連指標の推移 
 

自己資本比率：自己資本/総資産 

時価ベースの自己資本比率：株式時価総額/総資産 

キャッシュ・フロー対有利子負債比率：有利子負債/営業キャッシュ・フロー 

インタレスト・カバレッジ・レシオ：営業キャッシュ・フロー/利払い 

(注) １．株式時価総額は自己株式を除く発行済株式数をベースに計算しています。 

２．有利子負債は貸借対照表に計上されている負債のうち利子を支払っている全ての負債を対象としています。

３．平成20年３月期は連結キャッシュ・フロー計算書を作成しているため、個別キャッシュ・フロー計算書を作

成しておりません。そのため、平成20年３月期のキャッシュ・フロー関連指標は作成しておりません。 

② 負債

③ 純資産

（キャッシュ・フローの状況）

① 営業活動によるキャッシュ・フロー

② 投資活動によるキャッシュ・フロー

③ 財務活動によるキャッシュ・フロー

平成20年３月期 平成21年３月期 平成22年３月期 平成23年３月期 平成24年３月期

自己資本比率(％) ― 26.2 33.4 22.7 24.6

時価ベースの自己資本比率
(％)

― 48.4 74.6 66.3 48.3

キャッシュ・フロー対有利子 
負債比率(年)

― 1.5 0.5 2.0 3.5

インタレスト・カバレッジ・ 
レシオ(倍)

― 22.1 55.5 71.6 23.2
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当社は、持続的な成長と安定した収益体質の実現により、株式価値の向上と安定配当の継続を両立さ

せたいと考えております。 

上記方針の下、当期末の配当金につきましては、１株当たり５円の普通配当を行う予定です。また、

次期配当につきましても、業績の進展状況を勘案し、１株当たり５円の普通配当を予定しております。

なお、内部留保につきましては、持続的な企業成長の実現に向けて、データセンターへの設備投資など

に活用したいと考えております。 

  

当社の事業活動において、リスク要因となる可能性のある事項を、以下に記載しております。また、

必ずしもそのようなリスク要因に該当しない事項についても、投資家に対する積極的な情報開示の観点

から開示しております。ただし、以下の記載事項は、投資判断に関連するリスクのすべてを網羅するも

のではありませんので、ご留意ください。 

当社は、これらのリスク発生の可能性を認識したうえで、発生の回避及び発生した場合の対応に努め

る所存であります。なお、記載中の将来に関する事項は、当事業年度末現在において、当社が判断した

ものであります。 

  

平成23年版「情報通信白書」（総務省編）によりますと、平成22年末のインターネット利用者数

は、平成21年末より54万人増加して9,462万人、人口普及率は78.2％と推計されております。国内

のインターネット普及状況は成熟期を迎えており、市場の競合状態は厳しさを増しております。同

業他社の中には、当社と比べ大きな資本力、販売力等の経営資源、高い知名度等を有しているもの

もあり、当社の競争力が低下する可能性があります。 

データセンターの管理体制については、24時間有人管理体制をはじめ、ハウジングサービス契約

者の入退室管理、監視カメラの設置、カードキーや生体認証による入退室時の情報管理など、細心

の注意を払っております。また、火災への対策として、ガス式の消火設備や高感度の火災検知装置

などを導入するとともに、専門業者による定期的な検査の実施や、社員による目視の安全点検を行

っております。 

通信設備につきましても、火災・地震などの災害に対して必要な防災措置を施し、電源やネット

ワークの安定化・データセンターの24時間監視に努めております。また、ファイヤーウォール、接

続回線の二重化、コンピュータウィルス防御などの安全対策も施しております。 

しかしながら、予期せぬ自然災害や不法な行為などが生じた場合には、サービスの提供ができな

くなり、当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。 

（３）利益配分に関する基本方針及び当期・次期の配当

（４）事業等のリスク

（事業内容について）

① 他社との競合状態について

② 安全対策について
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東新宿データセンターについては、グローバルアクセス株式会社とデータセンターを賃貸する覚

書(コロケーションサービス利用に関する覚書)を取り交わし、同社の利用規約に基づき、貸与を受

けております。同社の利用規約によると、契約期間は当社が利用するラックごとに定められ、使用

開始日から１年間を契約期間として、その後も１年ごとに自動継続することとなっています。 

堂島データセンターについては、西日本電信電話株式会社とデータセンターを賃貸する契約(通

信設備等の保守等に関する基本契約書)及び株式会社エヌ・ティ・ティ・データとデータセンター

を賃貸する契約（定期建物賃貸借契約書）を結び、貸与を受けております。西日本電信電話株式会

社との契約については、平成22年３月31日が終了日となっており、終了日から１年間延長でき、そ

の後も同様となっております。また、株式会社エヌ・ティ・ティ・データとの契約については、平

成22年11月1日から平成25年10月31日まで３年間となっております。 

代官山データセンターについては、株式会社アット東京とデータセンターを賃貸する契約(コロ

ケーションサービス基本契約)を結び、貸与を受けております。本契約については、契約締結日か

ら５年間とし、その後も１年ごとに自動継続することとなっています。 

しかし、いずれのデータセンターとも、契約期間内であっても３ヶ月前（堂島データセンターの

株式会社エヌ・ティ・ティ・データとデータセンターを賃貸する契約においては、６ヶ月前）まで

に通告することによって解消できる条項が含まれており、その場合には当社の負担により当社設備

の撤去を行わなければならないこととなっています。そのため、予期せず当社に帰さない契約の解

消が生じた場合には、撤去費用もしくは他のデータセンターへの移転費用が予算を超えて計上され

ることとなり、業績に影響を及ぼす可能性があります。 

当社は、ビジネスユースの顧客からパーソナルユースの顧客まで幅広くサービスを提供している

ため、多くの顧客情報を蓄積しております。このため当社は個人情報保護法に定める個人情報取扱

事業者に該当し、個人情報の取扱いについて規制の対象となっております。 

当社では、コンピュータシステムにおけるセキュリティ強化を随時行うとともに、情報保護に関

する各種規定を定めて運用しております。また、当社サイト上にプライバシーポリシーを提示し、

当社の取り組みを提示しております。 

しかし、当社の持つ顧客情報の一部ないしは全部が業務用以外で使用されたり、外部に流出した

りする事態になると、その事後処理にあたって相当のコストを負担しなければならない可能性があ

ります。また、当社顧客からの損害賠償請求を受ける可能性があります。 

さらに、風評被害により申し込み数の低下や解約が行われる可能性があり、これらのことから当

社業績に影響を及ぼす可能性があります。 

③ データセンターの使用契約について

④ 個人情報保護法について
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当社は、電気通信事業者として総務省近畿総合通信局に届出を行っており、電気通信事業法およ

び関連する省令等を遵守しております。当社は、同法で規定される「通信の秘密」や「利用の公

平」などの原則を役員・社員に対して徹底し、法令違反が発生しないよう体制作りを行っておりま

すが、万一同法に規定される一定の事由に当社が該当した場合、総務大臣から業務改善等の命令も

しくは罰則を受け、当社の業務に影響を及ぼす可能性があります。 

また、将来的に同法の改正や当社事業に関する分野を規制する法令等の制定、あるいは自主的な

業界ルールの制定等が行なわれた場合、当社の業務に影響を及ぼす可能性があります。 

当社では、出資を行う場合において、投資判断基準に則った方法により、投資判断を行っており

ます。具体的には、財務基準、投資対象基準、報告基準、債権保護基準を設け、各方面からの検証

及び精査・確認を行い、必要に応じて外部の調査機関に調査を依頼した上で、取締役会における取

締役全員の承認を得ることを条件として、投資等を行っております。しかし、提出された財務諸表

や調査内容に誤りがあった場合や、予期せぬ事象の発生により、業績に影響を及ぼす可能性があり

ます。 

当社では、約款において禁止事項を定め、法令や公序良俗に反するなどのコンテンツを排除する

よう努めておりますが、約款に反して顧客が違法なコンテンツの設置をはじめとした触法行為を行

った際、当社といたしましては、サーバに残されたデータやログを、令状を元に捜査当局に対して

提出することがあります。現在は、当社がサーバからCD-ROM等の媒体に複写して、その媒体を提出

することになりますが、今後法的規制が強化された場合には、該当する設備のすべてを差し押さえ

等される可能性があります。そのような場合には、サーバの使用ができなくなりサービスの提供が

中断するなど、可用性が低下することから当社の企業イメージが一時的にせよ傷つけられたり、損

害賠償責任が生じたりする可能性があります。 

  

当社は、日進月歩の市場動向に合わせてより高品質なサービスの提供と価格の低廉化に努め、新

規顧客の獲得と既存顧客の継続的なサービス提供を図っておりますが、これが計画どおりに進まな

い場合は当社の業績に影響を及ぼす可能性があります。他方、顧客が急激に拡大するような局面に

おいては、これに対応するためのバックボーンの整備が必要となります。当社といたしましては、

今後も大容量の通信回線を確保することが可能と考えておりますが、十分な通信回線を適正な価格

で確保できない場合には、事業機会の喪失や収益性低下の可能性があります。 

当社は、企業価値の持続的な増大を図るにはコーポレート・ガバナンスが有効に機能することが

不可欠であるとの認識のもと、業務の適正性及び財務報告の信頼性の確保、さらに健全な倫理観に

基づく法令遵守の徹底を目的に、代表取締役社長直轄の独立した組織として内部監査室を設置する

等、内部管理体制の充実に努めております。 

しかしながら、事業環境の急速な変化などにより、十分な内部管理体制の構築が間に合わない場

合には、一時的に管理面に支障が生じ、効率的な業務運営がなされない可能性があります。 

⑤ 法的規制について

⑥ 出資について

⑦ コンテンツの内容について

（事業体制について）

① 顧客の確保について

② 内部管理体制について
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当社は、専門的な知識や技術、経験を有する役員及び幹部社員が、経営及び業務執行について重

要な役割を果たしております。したがって、当該役職員の継続勤務による経験値は、当社にとって

重要なノウハウであると考えております。 

今後、データセンター事業を展開していく中で、必要とされる新技術に迅速に対応できない場

合、業界における競争力に影響が及ぶ可能性があります。 

当社が、新技術を導入しつつ今後の事業拡大を図っていくためには、優秀な人材を確保していく

必要がありますが、人材確保が順調に進まない場合又は重要な人材が離脱した場合には、当社の業

績に影響を及ぼす可能性があります。 

③ 特定人物への依存について

④ 技術の進歩と人材確保について
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当社は、自社でデータセンターの運営とインターネットのバックボーンを構築し、それらを基にしたデ

ータセンターサービスを提供する事業を行っております。 

当社が提供するサービスは、以下のとおりです。 

  

当社が運営するデータセンター内に、顧客所有の通信機器類を自由に設置できるスペース（ラック単

位）と、インターネット接続に必要な回線や電源などを貸与するサービスです。 

当社が所有する物理サーバを、専用で利用できるサービス（「さくらの専用サーバ」など）です。独

自にサーバの設定が可能であることや、ソフトウエアのインストールに制約が無いことなど、レンタル

サーバサービスと比べて自由度が高い点が特徴です。 

当社が所有する物理サーバを、複数の顧客が共同で利用するサービス（「さくらのレンタルサー

バ」）と、専用で利用できるサービス（「さくらのマネージドサーバ」）がございます。サーバの設定

やソフトウエアのインストールに一定の制約がございますが、専門知識を要するサーバのメンテナンス

などは当社が代行いたしますので、顧客の作業負担が大幅に軽減される点が特徴です。 

仮想化技術の導入により、１台の物理サーバ上に複数の仮想サーバを構築し、それぞれが１台の専用

サーバのように利用できるサービス（「さくらのVPS」）です。レンタルサーバサービス並みの安価な

料金で、専用サーバ並みの自由度の高さが特徴です。 

前述の主たる業務に付帯するサービスや「さくらのクラウド」などの新サービスです。 

  

 

２．企業集団の状況

① ハウジングサービス

② 専用サーバサービス

③ レンタルサーバサービス

④ VPSサービス

⑤ その他サービス
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当社は、下記のミッション・ビジョン・バリューを企業理念として定め、これを実現することによっ

て、全てのステークホルダーから価値ある企業として支持されることを目指しております。 

私たちは、人々とビジネスの可能性を広げるデータセンターサービスの提供を通じ、インターネッ

トによってひらかれる創造性と驚きに満ちた未来の実現に貢献します。 

高品質で低価格なITプラットフォームと革新的で面白いインターネットサービスの提供 

スケールメリットと柔軟性を兼ね備えたコスト競争力の高いITインフラの実現 

価値あるサービスの実現とインターネットの発展に寄与する先進的な技術の探究 

  

当社は、持続的な成長と安定した収益体質の実現を経営の目標としており、具体的には前期対比売上

高成長率10％以上、売上総利益率30％以上、売上高対経常利益率10％以上の継続的な達成を目指してお

ります。 

  

当社は、国内有数規模のITインフラを持つデーセンター事業者として、そのスケールメリットと、長

年のデータセンター運営とホスティングサービスの提供によって培ったノウハウを活かし、コストパフ

ォーマンスに優れたサービスの提供とサービスラインナップの拡充に継続的に取り組んでまいりまし

た。その結果、ITサービス事業者を中心に多大な支持を受け、国内トップクラスのデータセンター事業

者へと成長することができました。 

しかしながら、データ通信量の増大やITアウトソーシングサービスへの需要の高まりなどを背景に、

当市場の成長は引き続き見込まれるものの、顧客のIT投資コストへの削減要求の高まりやコスト競争力

の強い海外事業者の国内市場参入などにより、当市場におけるマーケットプライスの低下が進み、当社

を取り巻く環境は厳しさを増しております。 

このような環境の中で、持続的な成長と安定した収益体質を実現するためには、既存の競争優位性を

高めつつ、新たな競争優位性の獲得が必用であると考えております。当社は、後述の（４）会社の対処

すべき課題 で掲げた施策を着実に実行することにより、前述の（２）目標とする経営指標 で掲げた目

標値の達成を実現いたします。 

  

３．経営方針

（１）会社の経営の基本方針

＜コーポレート・ミッション＞

＜コーポレート・ビジョン＞

～サービス～

～インフラストラクチャー～

～テクノロジー～

＜コーポレート・バリュー＞

・質の高いサービスを生みだす絶えざるイノベーション

・コストパフォーマンスを支える卓越したオペレーション

・すべての活動のベースとなる良質なコミュニケーション

（２）目標とする経営指標

（３）中長期的な会社の経営戦略
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前述の（３）中長期的な会社の経営戦略 を実現するための課題として、当社事業の重要な構成要素

である①ITインフラ、②テクノロジー、③サービス、④セールスの強化に取り組んでまいります。 

・国内有数規模のデータセンター事業者であるスケールメリットを最大限に活用 

・一気通貫のオペレーション体制による柔軟性と拡張性の強化 

・先進的なネットワーク技術の研究開発 

・データセンターの省エネルギー化推進 

・長年のデータセンター運営とホスティングサービスの提供で培ったノウハウのシステム化 

・複数のサービスをシームレスに一元管理できる環境の提供 

・優れた信頼性と圧倒的なコストパフォーマンスの両立を実現 

・顧客の様々な事業ステージやIT戦略に対応できるサービスラインナップの構築 

・エンタープライズ市場に強い双日グループ等とのリレーション強化 

・大口顧客の個別ニーズに沿ったソリューションサービスを提供 

・さくらブランドを活かした顧客基盤の更なる拡大 

（４）会社の対処すべき課題

① ITインフラ

・各地域の特性を活かしたデータセンター運営とサービス供給体制の構築

② テクノロジー

③ サービス

④ セールス
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４．財務諸表
（１）貸借対照表

(単位：千円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

資産の部

流動資産

現金及び預金 3,698,371 2,082,754

売掛金 434,092 388,277

貯蔵品 296,722 273,263

前払費用 99,715 87,189

繰延税金資産 189,591 130,221

未収消費税等 － 167,845

その他 18,716 89,843

貸倒引当金 △22,534 △20,352

流動資産合計 4,714,676 3,199,043

固定資産

有形固定資産

建物（純額） 955,891 3,917,680

構築物（純額） － 82,250

工具、器具及び備品（純額） 1,759,593 1,596,705

土地 375,396 378,791

リース資産（純額） 311,524 1,077,588

建設仮勘定 1,062,248 －

有形固定資産合計 4,464,654 7,053,016

無形固定資産

ソフトウエア 52,181 125,784

ソフトウエア仮勘定 67,265 261,522

リース資産 3,919 2,449

その他 5,846 7,404

無形固定資産合計 129,212 397,160

投資その他の資産

投資有価証券 21,600 21,600

長期前払費用 45,930 33,072

敷金及び保証金 424,239 395,494

繰延税金資産 － 41,132

その他 8,803 500

投資その他の資産合計 500,573 491,799

固定資産合計 5,094,439 7,941,977

資産合計 9,809,115 11,141,020
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(単位：千円)

前事業年度
(平成23年３月31日)

当事業年度
(平成24年３月31日)

負債の部

流動負債

買掛金 308,984 324,088

短期借入金 － 130,000

1年内返済予定の長期借入金 360,531 586,513

未払金 496,955 526,584

設備関係未払金 82,330 140,096

リース債務 285,440 424,282

未払費用 17,525 15,543

未払法人税等 489,000 30,277

未払消費税等 4,383 －

前受金 1,532,144 1,688,780

預り金 3,674 12,414

賞与引当金 101,198 105,541

その他 1,801 2,162

流動負債合計 3,683,969 3,986,286

固定負債

長期借入金 3,190,900 3,201,717

リース債務 469,955 919,674

設備関係未払金 71,234 196,891

繰延税金負債 9,090 －

資産除去債務 89,595 91,401

その他 10,263 6,451

固定負債合計 3,841,039 4,416,135

負債合計 7,525,008 8,402,421

純資産の部

株主資本

資本金 895,308 895,308

資本剰余金

資本準備金 250 250

資本剰余金合計 250 250

利益剰余金

利益準備金 8,838 13,177

その他利益剰余金

繰越利益剰余金 1,321,124 1,829,904

利益剰余金合計 1,329,962 1,843,082

自己株式 － △41

株主資本合計 2,225,521 2,738,598

新株予約権 58,586 －

純資産合計 2,284,107 2,738,598

負債純資産合計 9,809,115 11,141,020
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（２）損益計算書
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

売上高 8,584,389 9,164,627

売上原価 5,767,802 6,651,621

売上総利益 2,816,587 2,513,006

販売費及び一般管理費

役員報酬 107,640 98,340

給料及び手当 387,010 422,010

賞与引当金繰入額 41,557 45,426

広告宣伝費 226,305 197,259

旅費及び交通費 38,479 41,013

支払手数料 205,024 244,800

減価償却費 72,608 92,687

貸倒引当金繰入額 3,831 －

修繕費 151,438 139,068

地代家賃 98,510 114,846

その他 258,752 243,929

販売費及び一般管理費合計 1,591,160 1,639,380

営業利益 1,225,427 873,625

営業外収益

受取利息 781 774

受取配当金 816 816

関係会社業務支援料 3,289 －

技術指導料 5,322 6,635

貸倒引当金戻入額 － 2,012

その他 862 891

営業外収益合計 11,071 11,130

営業外費用

支払利息 31,746 69,598

支払手数料 10,149 3,492

その他 － 3,254

営業外費用合計 41,896 76,345

経常利益 1,194,601 808,411

特別利益

関係会社株式売却益 4,000 －

新株予約権戻入益 370 58,586

投資有価証券売却益 － 199

特別利益合計 4,370 58,786
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

特別損失

固定資産除却損 29,064 16,927

リース解約損 － 9,220

減損損失 60,353 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 69,747 －

特別損失合計 159,165 26,147

税引前当期純利益 1,039,807 841,049

法人税、住民税及び事業税 509,288 275,395

法人税等調整額 △42,299 9,147

法人税等合計 466,988 284,542

当期純利益 572,818 556,507
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売上原価明細書

前事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

区分 金額(千円)
構成比
(％)

金額(千円)
構成比
(％)

Ⅰ 器材費 171,683 3.0 260,455 3.9

Ⅱ 労務費

 １ 給与及び手当 828,069 935,353

 ２ 法定福利費 85,811 90,280

   労務費合計 913,880 15.8 1,025,633 15.4

Ⅲ 経費

 １ 通信費 860,152 973,890

 ２ 賃借料 1,945,173 2,122,299

 ３ 消耗品費 55,128 44,306

 ４ 減価償却費 952,469 1,263,058

 ５ 電力費 455,865 451,256

 ６ 修繕費 135,010 167,832

 ７ その他 278,437 342,887

   経費合計 4,682,238 81.2 5,365,532 80.7

   売上原価 5,767,802 100.0 6,651,621 100.0
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（３）株主資本等変動計算書
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

株主資本

資本金

当期首残高 895,308 895,308

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 895,308 895,308

資本剰余金

資本準備金

当期首残高 250 250

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 250 250

資本剰余金合計

当期首残高 250 250

当期変動額

当期変動額合計 － －

当期末残高 250 250

利益剰余金

利益準備金

当期首残高 4,499 8,838

当期変動額

剰余金の配当 4,338 4,338

当期変動額合計 4,338 4,338

当期末残高 8,838 13,177

その他利益剰余金

繰越利益剰余金

当期首残高 875,566 1,321,124

当期変動額

剰余金の配当 △47,726 △47,726

自己株式の消却 △79,534 －

当期純利益 572,818 556,507

当期変動額合計 445,558 508,780

当期末残高 1,321,124 1,829,904

利益剰余金合計

当期首残高 880,065 1,329,962

当期変動額

剰余金の配当 △43,388 △43,388

自己株式の消却 △79,534 －

当期純利益 572,818 556,507

当期変動額合計 449,896 513,119

当期末残高 1,329,962 1,843,082
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

自己株式

当期首残高 △79,534 －

当期変動額

自己株式の取得 － △41

自己株式の消却 79,534 －

当期変動額合計 79,534 △41

当期末残高 － △41

株主資本合計

当期首残高 1,696,090 2,225,521

当期変動額

自己株式の取得 － △41

剰余金の配当 △43,388 △43,388

当期純利益 572,818 556,507

当期変動額合計 529,430 513,077

当期末残高 2,225,521 2,738,598

新株予約権

当期首残高 58,956 58,586

当期変動額

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △370 △58,586

当期変動額合計 △370 △58,586

当期末残高 58,586 －

純資産合計

当期首残高 1,755,046 2,284,107

当期変動額

自己株式の取得 － △41

剰余金の配当 △43,388 △43,388

当期純利益 572,818 556,507

株主資本以外の項目の当期変動額（純額） △370 △58,586

当期変動額合計 529,060 454,491

当期末残高 2,284,107 2,738,598

18

さくらインターネット（3778）　平成24年３月期　決算短信（非連結）



（４）キャッシュ・フロー計算書
(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

営業活動によるキャッシュ・フロー

税引前当期純利益 1,039,807 841,049

減価償却費 1,025,078 1,355,745

減損損失 60,353 －

資産除去債務会計基準の適用に伴う影響額 69,747 －

貸倒引当金の増減額（△は減少） 2,254 △2,181

賞与引当金の増減額（△は減少） 1,480 4,343

受取利息及び受取配当金 △1,597 △1,590

支払利息 31,746 69,598

関係会社株式売却損益（△は益） △4,000 －

投資有価証券売却損益（△は益） － △199

固定資産除却損 29,064 16,927

支払手数料 10,000 －

新株予約権戻入益 △370 △58,586

為替差損益（△は益） △213 3,093

未払消費税等の増減額（△は減少） △21,062 △4,383

未収消費税等の増減額（△は増加） － △167,845

売上債権の増減額（△は増加） △103,074 45,814

前受金の増減額（△は減少） 135,486 156,635

たな卸資産の増減額（△は増加） △150,337 23,459

仕入債務の増減額（△は減少） 129,167 15,103

その他の流動資産の増減額（△は増加） 7,409 45,156

その他の流動負債の増減額（△は減少） 82,395 33,862

その他の固定資産の増減額（△は増加） △16,585 7,792

その他の固定負債の増減額（△は減少） 1,673 1,805

小計 2,328,424 2,385,602

利息及び配当金の受取額 1,512 1,684

利息の支払額 △30,792 △68,402

法人税等の支払額又は還付額（△は支払） △94,336 △732,662

営業活動によるキャッシュ・フロー 2,204,808 1,586,221

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △2,548,585 △3,829,052

無形固定資産の取得による支出 △2,729 △81,148

投資有価証券の売却による収入 － 200

関係会社株式の売却による収入 4,000 －

敷金及び保証金の差入による支出 △40,753 △20

敷金及び保証金の回収による収入 12,927 3,699

投資活動によるキャッシュ・フロー △2,575,140 △3,906,322
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(単位：千円)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 100,000 900,000

長期借入れによる収入 3,490,000 600,000

短期借入金の返済による支出 △100,000 △770,000

長期借入金の返済による支出 △287,316 △363,201

リース債務の返済による支出 △264,112 △410,453

セール・アンド・リースバックによる収入 － 839,022

割賦債務の返済による支出 △2,702 △48,002

自己株式の取得による支出 － △41

配当金の支払額 △39,448 △39,746

財務活動によるキャッシュ・フロー 2,896,419 707,577

現金及び現金同等物に係る換算差額 213 △3,093

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） 2,526,301 △1,615,616

現金及び現金同等物の期首残高 1,172,070 3,698,371

現金及び現金同等物の期末残高 3,698,371 2,082,754
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該当事項はありません。 

  

時価のないもの 

移動平均法による原価法を採用しております。 

総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づく簿価切下げの方法により算定）

を採用しております。 

当社における貯蔵品の評価方法は、従来、サーバについては先入先出法、サーバ以外については

最終仕入原価法によっておりましたが、当事業年度よりいずれも総平均法に変更しております。 

この評価方法の変更は、当事業年度より新しい在庫管理システムを導入し、たな卸資産の評価及

び期間損益計算をより迅速にかつ適正にするために行ったものであります。 

当該会計方針の変更による影響は軽微であるため、遡及適用は行っておりません。 

主に定率法を採用しております。 

ただし、石狩データセンターに係る建物及び構築物については、定額法を採用しております。 

定額法を採用しております。 

自社利用のソフトウエアについては社内における利用可能期間(５年)に基づく定額法を採用して

おります。 

リース期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。 

定額法を採用しております。 

債権の貸倒による損失に備えるため、一般債権については貸倒実績率により、貸倒懸念債権等に

ついては個別に回収可能性を勘案し、回収不能見込額を計上しております。 

従業員に対する賞与の支給に備えるため、賞与支給見込額の当事業年度の負担額を計上しており

ます。 

手許現金、要求払預金及び取得日から３ヵ月以内に満期日の到来する流動性の高い、容易に換金可

能であり、かつ、価値の変動については僅少なリスクしか負わない短期的な投資であります。 

（５）継続企業の前提に関する注記

（６）重要な会計方針

① 有価証券の評価基準及び評価方法

その他有価証券

② たな卸資産の評価基準及び評価方法

貯蔵品

<会計方針の変更>

③ 固定資産の減価償却の方法

イ 有形固定資産（リース資産を除く）

ロ 無形固定資産（リース資産を除く）

ハ リース資産

ニ 長期前払費用

④ 引当金の計上基準

イ 貸倒引当金

ロ 賞与引当金

⑤ キャッシュ・フロー計算書における資金の範囲
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消費税等の会計処理 

税抜方式によっております。 

  

当事業年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年６

月30日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号平

成22年６月30日公表分）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９

号 平成22年６月30日）を適用しております。 

当事業年度において株式分割を行いましたが、前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定

し、１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。 

なお、これによる影響については、「１株当たり情報に関する注記」に記載しております。 

  

前事業年度において、無形固定資産の「その他」に含めておりました「ソフトウエア仮勘定」と、

固定負債の「その他」に含めておりました「設備関係未払金」については、金額的重要性が増したた

め、当事業年度よりそれぞれ区分掲記しております。この表示方法の変更を反映させるため、前事業

年度の財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前事業年度の貸借対照表において、無形固定資産の「その他」に表示していた73,111千

円は「ソフトウエア仮勘定」67,265千円、「その他」5,846千円として組み替え、固定負債の「その

他」に表示していた81,497千円は、「設備関係未払金」71,234千円、「その他」10,263千円として組

み替えております。 

前事業年度において、財務活動によるキャッシュ・フローの短期借入金に係る収支は、純額表示と

しておりましたが、キャッシュ・フローの状況をより明瞭に表示するため、当事業年度より「短期借

入れによる収入」と「短期借入金の返済による支出」と総額表示に変更しております。この表示方法

の変更を反映させるため、前事業年度の財務諸表の組替えを行っております。 

この結果、前事業年度のキャッシュ・フロー計算書において、純額表示されていた財務活動による

キャッシュ・フローの短期借入金に係る収支は、「短期借入れによる収入」100,000千円、「短期借

入金の返済による支出」△100,000千円として組み替えております。 

  

当社は、インターネットデータセンター事業の単一セグメントであるため、記載を省略しておりま

す。 

⑥ その他財務諸表作成のための重要な事項

（７）会計方針の変更

会計方針の変更

(１株当たり当期純利益に関する会計基準等の適用)

表示方法の変更

 (貸借対照表)

(キャッシュ・フロー計算書)

（８）財務諸表に関する注記事項

(セグメント情報)
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該当事項はありません。 

  

 
(注) １．当社は、平成23年10月１日付けで普通株式１株につき普通株式200株の割合で株式分割を行っております。

前事業年度の期首に当該株式分割が行われたと仮定して１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益を算

定しております。 

２．１株当たり当期純利益の算定上の基礎は以下のとおりであります。 

 
  

当事業年度より、「１株当たり当期純利益に関する会計基準」（企業会計基準第２号 平成22年６月30

日）、「１株当たり当期純利益に関する会計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第４号 平成22年６月

30日公表分）及び「１株当たり当期純利益に関する実務上の取扱い」（実務対応報告第９号 平成22年６月30

日）を適用しております。 

この適用により、当事業年度に行った株式分割は、前事業年度の期首に行われたと仮定して１株当たり純資

産額及び１株当たり当期純利益を算定しております。 

これらの会計基準等を適用しなかった場合の、前事業年度の１株当たり純資産額及び１株当たり当期純利益

は、以下のとおりです。 

１株当たり純資産額   51,293円47銭 

１株当たり当期純利益 13,202円24銭 

  

該当事項はありません。 

(持分法投資損益等)

(１株当たり情報)

前事業年度
(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

 
１株当たり純資産額 256円47銭 １株当たり純資産額 315円60銭

 
１株当たり当期純利益 66円01銭 １株当たり当期純利益 64円13銭

 なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい
ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない
ため、記載しておりません。

なお、潜在株式調整後１株当たり当期純利益につい
ては、希薄化効果を有している潜在株式が存在しない
ため、記載しておりません。

項目
前事業年度

(自 平成22年４月１日
至 平成23年３月31日)

当事業年度
(自 平成23年４月１日
至 平成24年３月31日)

損益計算書上の当期純利益(千円) 572,818 556,507

普通株式に係る当期純利益(千円) 572,818 556,507

普通株主に帰属しない金額(千円) ― ―

普通株式の期中平均株式数(株) 8,677,600 8,677,599

普通株式増加数(株) ― ―

(うち新株予約権(ストックオプション))(株) ― ―

希薄化効果を有しないため、潜在株式調整後１株当た

り当期純利益の算定に含まれなかった潜在株式の概要

新株予約権

普通株式   316株

平成18年６月27日定時株主
総会決議による新株予約権
については、平成23年６月
27日権利行使期間満了によ
り失効いたしました。

<会計方針の変更>

(重要な後発事象)
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